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A Study of  help-seeking preferences 
among the elderly living alone

＜博士学位論文要旨＞

独居高齢者における
被援助志向性に関する研究

要旨

　本研究では特に独居高齢者の持つ被援助志向性に焦点を当てた 5 つの研究を実施し、主として以下の 3 つの成果を得た。

第 1 に、 高齢者における被援助志向性を測定する尺度の作成を行ったことである。 先行研究からはこれに該当する尺度が確

認できなかったため、 研究Ⅰから研究Ⅲを通じて、 高齢者用被援助志向性尺度を作成した。 第 2 に、 独居高齢者における

被援助志向性の関連要因の検討を行ったことである。 研究Ⅲおよび研究Ⅳでは、 高齢者用被援助志向性尺度の各下位尺度

得点を従属変数とする重回帰分析を行った。 その結果、 「援助に対する欲求」 と 「援助に対する抵抗感」 の両者に影響を与

える要因として、 研究Ⅲでは暮らし向き、 研究Ⅳでは学歴が認められ、 暮らし向きが良いほど、 また学歴が高いほど援助に対

する欲求と抵抗感の両者を低減させる結果となっていた。 第 3 に、 独居高齢者へのインタビューを通じた高齢者用被援助志

向性尺度の妥当性と関連要因の検討を行ったことである。 独居高齢者 6 名に対するインタビュー調査の内容分析を行った結

果、 全員の高齢者用被援助志向性尺度の下位尺度得点の高低と、 実際の援助に対する考え方がほぼ一致していることが示

唆された。

　以上の成果は、 今後さらに増加することが見込まれる独居高齢者に対する身近な人物、 あるいは公的機関などによる援助の

在り方を検討する上で大きな意義を持つと考えられる。

SUMMSRY
　This research consists of five studies, all of which focus on help-seeking preferences of the elderly who live 
independently.  A series of statistical analysis gained three main findings.   
 First, we developed the new scale to measure the help-seeking preferences among the elderly. Since previous studies 
could not apply to measure older adults' help-seeking preferences, Study I, II, and III deployed a new scale named 
"Help-seeking Preference Scale for Elderly.” Secondly, Study II confirmed the factors which determine help-seeking 
preferences among the elderly living alone. In Study III and IV, multiple regression analysis was conducted with each 
subscale score of the new scale as a dependent variable. As a result, financially privileged situations and academic 
backgrounds were recognized as factors influencing to both ‘‘Needs for support’’ and ‘‘Resistance to help”. Thirdly, 
we examined the relevance and related factors of Help-seeking Preference Scale for Elderly through interviews with 
elderly living alone. The result of a qualitative analysis of 6 interviews corresponded to the scores of the subscale 
regarding how the six elderly conceive about receiving.
These results hold significant value for their acquaintance or public agencies to choose an approach to support the 
elderly who live independently.
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1. はじめに

　調査対象としたケアマネージャーの 61.1% が高

齢者から援助拒否をされた経験を持つ（小川ら, 

2009）といった報告などから、生活困難な状況に置

かれてなお、支援者による援助やサービスを利用す

ることを拒む高齢者が少なくないことが明らかになっ

てきた。高齢者の拒否にあうことで援助の困難が生

じ、高齢者の生活をめぐる課題もより深刻になって

しまう（楠木 , 2007、鈴木ら, 2012）可能性や、元

来高齢者が「周囲に相談しない傾向」を持つ（岩田・

大川, 2015）という報告なども併せて考慮すれば、

援助やサービスの利用を拒む高齢者について検討す

ることは、高齢期における社会的孤立やそれに伴う

諸問題に正対する上で重要であると考えられる。

　特に、我が国において増加を続けている単身世

帯の高齢者、すなわち独居高齢者は、有事に際して

別居状態にある親類縁者や友人、もしくは行政機関

や専門職者といった相手に対する何らかの方略を用

いた自発的な援助要請が必要不可欠となる。そのた

め、身近な同居者の存在によって援助要請が容易に

なる、あるいは同居者による気づきが契機となって

当事者に対する援助に結びつきやすいと考えられる
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その他の居住形態の高齢者に比して、他者への援助

要請の方略そのものが乏しいものと予測される。

　独居高齢者が援助要請行動に関する問題を抱える

ことは、社会的孤立やその延長にある孤独死、ある

いは消費被害のリスクにも繋がると考えられる。当然

ながら、独居高齢者を取り巻く環境の整備も重要な

課題であるが、如何に優秀なセーフティネットが構築

されても、その仕組みが有効的に活用されなければ、

十分な効果を得ることは難しいと言わざるを得ない。

またその仕組みを活用するか否か、という最終的な

判断は利用者側に委ねられることも考慮すれば、援

助要請行動を生起させる被援助志向性について検討

することも、こうした社会問題の解決の糸口にもなり

得る重要な課題であると考えられる。以上の背景を

踏まえ、本研究では特に独居高齢者の持つ被援助

志向性に焦点を当てた5つの研究（研究Ⅰ～Ⅴ）を

実施し、主として以下の3つの成果を得た。

2. 高齢者用被援助志向性尺度の作成

　第1の成果として、高齢者における被援助志向性

を測定する尺度の作成を行った点が挙げられる。先

行研究からはこれに該当する尺度が確認できなかっ

たため、研究Ⅰから研究Ⅲを通じて、高齢者におけ

る被援助志向性を測定する尺度を作成した。

　まず研究Ⅰでは、先行研究のレビューの結果から

高齢者への適用可能性があると判断した被援助志向

性尺度（田村・石隈 ,2001）を含む質問紙調査を実

施した。その結果、被援助志向性尺度を高齢者の

被援助志向性を測定する尺度として利用することに

ついて一定の信頼性および妥当性が確認された。し

かし、項目分析や因子分析の結果から質問項目の再

検討が必要であるほか、今後他の調査に組み込んで

活用することを見据えるならば、上述の項目の整理

と併せて短縮版の作成も考慮に入れるべきであるこ

とが示唆された。

　次に研究Ⅱでは、被援助志向性尺度における質

問項目の再検討と整理を行い、新たに2因子 6項目

からなる短縮版被援助志向性尺度を作成した。また

この尺度について、質問項目の内容をもとに下位尺

度名をそれぞれ「援助に対する欲求」および「援助

に対する抵抗感」と変更した。短縮版被援助志向

性尺度の信頼性および原版との等質性を検討した結

果、いずれも十分な信頼性および等質性を示す値を

得た。一方で、被援助志向性尺度の原版および短

縮版では援助要請対象として「公的機関などによる

援助」を想定した項目が含まれておらず、高齢者の

日常生活における被援助志向性を測定することに特

化した尺度とするには、新たな質問項目を加えるな

どの処理を加えた新たな尺度の作成が必要であると

判断した。

　そこで研究Ⅲでは、研究Ⅰおよび研究Ⅱの結果を

踏まえ、被援助志向性尺度およびその短縮版を基に

した高齢者用被援助志向性尺度を作成した。高齢

者用被援助志向性尺度は短縮版被援助志向性尺度

に「公的機関などによる援助」を想定した項目を追

加したものであり、因子分析の結果、最終的に2因

子10項目からなる尺度が作成された。新たな尺度の

信頼性および妥当性を検討した結果、いずれについ

ても十分な値を示した。さらに研究Ⅳでは、研究Ⅲ

とは異なるサンプルを用いた高齢者用被援助志向性

尺度の再検討を行った。因子分析による尺度構成の

確認や各下位尺度における信頼性分析などの結果、

研究Ⅲとほぼ同様の結果が得られたことで、尺度と

しての安定性が確認された。

　以上の結果から、十分な信頼性および妥当性をも

つ「高齢者の被援助志向性を測定する尺度」が作成

されたといえる。この尺度には、従来の被援助志向

性尺度では測定できなかった行政などからの援助を

受けることに対する志向性に関する質問項目が含ま

れており、より幅広く個人の被援助志向性を検討可

能である点に有用性がある。また援助が必要と思わ

れる高齢者に対して援助者が援助関係の構築を試み

る際、 2つの下位尺度の得点から対象者を4タイプ

（援助に対する欲求の高低×援助に対する抵抗感の

強弱）に分類することで、具体的な方略を模索する

際の手がかりを得られる点でも実用的な尺度である

と考えられる。

3. 独居高齢者における被援助志向性の関連要因の

   検討

　第 2 の成果として、独居高齢者における被援

助志向性の関連要因の検討が挙げられる。研究

Ⅲおよび研究Ⅳでは、高齢者用被援助志向性尺

度の各下位尺度得点を従属変数とする重回帰分
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析を行った。その結果、「援助に対する欲求」と

「援助に対する抵抗感」の両者に影響を与える要

因として、研究Ⅲでは暮らし向き、研究Ⅳでは

学歴が認められ、暮らし向きが良いほど、また

学歴が高いほど援助に対する欲求と抵抗感の両

者を低減させる結果となっていた。

　これらの結果から、学歴の高さがその人の経

済的な豊かさや人的ネットワークの広さにも反

映されている可能性が考えられる。また、暮ら

し向きが人的ネットワークの広がりに影響を与

えることは岡本 (2014) の報告でも明らかにされ

ていることも踏まえれば、経済的な豊かさが新

たな援助に対する欲求を低減させるとともに、

それに伴う人的ネットワークの広がりが他者に

援助を求めることへの抵抗感を弱めているもの

と推察される。

　また研究Ⅲにおいては「援助に対する欲求」

に対して日常生活における移動能力が、研究Ⅳ

においては主観的健康感が影響を与えることが

示唆され、日常生活における移動能力が低いほ

ど、また主観的健康感が悪いほど援助に対する

欲求を高める結果となっていた。主観的な「自

分の健康に対する評価」はその人の日常生活に

おける移動能力をある程度反映して形成される

ものと推察できることを考慮すれば、これらの

結果は援助欲求が身体能力の低下に伴って生起

されることを示唆する重要な知見であると考え

られる。

4. インタビュー調査を通じた高齢者用被援助志向性

尺度の妥当性の検討

　第 3 の成果として、独居高齢者へのインタ

ビューを通じた定性的観点からの高齢者用被援

助志向性尺度の妥当性についての検討、および

高齢期の被援助志向性に影響を与えるライフイ

ベントの検討が挙げられる。高齢者用被援助志

向性尺度における下位尺度の尺度得点に特徴が

みられた独居高齢者 6 名に対するインタビュー

調査の内容分析を SCAT により行った結果、分析

対象者 6 名における高齢者用被援助志向性尺度

の下位尺度得点の高低と、実際の援助に対する

考え方がほぼ一致していることが示唆された。

研究ⅢおよびⅣを通じて尺度の信頼性および妥

当性について定量的分析を通じて明らかにした

が、本研究により尺度の妥当性が定性的にも示

されたものと考えられる。

　また、いずれの対象者においても現在に至る

までの生活環境、すなわち職業経験や互助的な

友人関係、公的サービスの利用の経験などが現

在における被援助志向性に影響を与えているこ

とが示唆されたほか、被援助経験に乏しいこと

が援助に対する欲求を低減させることや、援助

に対する欲求と援助に対する抵抗感のいずれも

高い場合に欲求と抵抗感の間に認知的不協和を

生じる可能性などが示された。

以上の成果は、今後さらに増加することが見込

まれる独居高齢者に対する身近な人物、あるい

は公的機関などによる援助の在り方を検討する

上で大きな意義を持つと考えられる。また本研

究により高齢者の被援助志向性を測定する尺度

が作成されたことで、今後はこの尺度を用いた

社会調査や相談援助における活用などが期待さ

れる。10 項目からなる高齢者用被援助志向性尺

度は、社会調査における調査項目として組み込

むことが比較的容易であるほか、「他者から援助

を受けること」に対する考え方を問うチェック

リストとしての活用も可能である。すでに述べ

た通り高齢者に回答を求めることで個人を大き

く 4 タイプに分類可能であることから、高齢者

の相談援助などにおけるインテーク時に、今後

の具体的な援助方略を模索するための資料の一

つとしての活用が考えられる。

　一方今後の課題としては、独居高齢者のみな

らず高齢者の生活環境の多様化を考慮したサン

プリングを行い、尺度の信頼性および妥当性を

再確認すること、インタビュー調査を通じて関

連が示唆された具体的な職業経験や互助的な友

人関係の多寡、身近な人物の公的サービスの利

用経験などに関する変数を今後の調査で新たに

投入すること、本来事前に想定した条件に沿っ

て 8 名に対してインタビューを行うところ、最

終的に6名を対象とするインタビューにとどまっ

たため、さらに追加のインタビュー調査を行い

妥当性の再確認を行うことなどが考えられよう。
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1. 援助に対する欲求（6項目）
　1  困っていることを解決するために、自分と一緒に対処してくれる身近な人が欲しい。
　2　困っていることを解決するために、身近な人からの助言や援助が欲しい。
　3  自分が困っているときには、話を聞いてくれる身近な人が欲しい。
　4  困っていることを解決するために、行政からの助言や援助が欲しい。
　5  自分が困っているときには、行政にも相談にのってほしい。
　6  困っていることを解決するためには、進んで行政の手を借りたい。

2. 援助に対する抵抗感（4項目）
　1  身近な人からの助言や援助を受けることに、抵抗がある。
　2  人は誰でも、相談や援助を求められたら、わずらわしく感じると思う。
　3  公的な支援に頼ることは、恥ずかしいことだと思う。
　4  公的な機関からの助言や援助を受けることに、抵抗がある。

付録　高齢者用被援助志向性尺度の尺度項目

回答の方法

　5 件法（「あてはまる」「どちらかといえばあてはまる」「どちらともいえない」「どちらかといえばあてはまらない」
　「あてはまらない」）により回答を求める。

尺度得点の算出方法

　単純加算により尺度得点を算出する。「援助に対する欲求」では得点が高いほど欲求が高く，「援助に対する　
抵抗感」では得点が高いほど抵抗が強いことを表す。


